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国立大学法人佐賀大学事業報告書 

 

「Ⅰ はじめに」 

 

本 学 は 、 こ れ ま で 培 っ た 文 ・ 教 ・ 経 ・ 理 ・ 医 ・ 工 ・ 農 等 の 諸 分 野 に わ た る 教

育 研 究 を 礎 に し 、豊 か な 自 然 溢 れ る 風 土 や 諸 国 と の 交 流 を 通 し て 育 ん で き た 独

自 の 文 化 や 伝 統 を 背 景 に 、「 地 域 と 共 に 未 来 に 向 け て 発 展 し 続 け る 大 学 」を 目

指 し て 、 平 成 18 年 ３ 月 に 佐 賀 大 学 憲 章 を 制 定 し た 。  

平 成 20 年 １ 月「 佐 賀 大 学 中 長 期 ビ ジ ョ ン（ 2008～ 2015）」を 策 定 し 、活 気 に

満 ち た 教 育・研 究 活 動 、す な わ ち 学 生 中 心 の 大 学 に ふ さ わ し い 洗 練 さ れ た 教 育

の 提 供 と 地 域 ・ 国 際 社 会 に 開 か れ た 特 色 あ る 研 究 ・ 社 会 貢 献 活 動 を 展 開 し 、佐

賀 大 学 憲 章 に お い て 宣 言 し た 、地 域 と 共 に 未 来 に 向 け て 発 展 し 続 け る 大 学 を 目

指 す こ と に よ り 、個 性 と 特 色 を 持 っ た「 佐 賀 の 大 学 」と し て 確 固 た る 地 位 を 確

立 す る た め に 、本 学 の す べ て の 構 成 員 が 英 知 を 集 結 す る と と も に 、そ の 総 合 力

を 最 大 限 に 発 揮 で き る 大 学 づ く り を 目 指 し 、第 ２ 期 中 期 目 標 期 間 に お け る 大 学

改 革 に 取 り 組 ん で き た 。  

第 ３ 期 中 期 目 標 期 間 は 、佐 賀 大 学 改 革 プ ラ ン を 基 盤 と し て 、「 地 域 か ら 求 め

ら れ る 大 学 」「 地 域 の 知 的 拠 点 」「 国 際 的 な 視 野 で 地 域 で も 活 躍 で き る 学 生 の

輩 出 」「 国 際 か ら 地 域 に 還 元 し た 研 究 」の 取 り 組 み を 基 本 的 な 目 標 と し て 着 実

に 実 行 す る こ と と し た 。  

平 成 28 年 度 に 特 に 取 り 組 ん だ も の は 次 の 通 り で あ る 。  

 

地 域 か ら 求 め ら れ る 大 学 と し て 、 平 成 28 年 ４ 月 に 肥 前 陶 磁 器 （ 有 田 焼 、 伊

万 里 焼 、唐 津 焼 ）の 伝 統 的 技 術 ・ 工 芸 と フ ァ イ ン セ ラ ミ ッ ク ス の 先 進 技 術 要 素

を 組 合 せ た 素 材 開 発 や プ ロ ダ ク ト デ ザ イ ン 研 究 開 発 及 び 人 材 育 成 を 行 う 佐 賀

大 学 プ ロ ジ ェ ク ト 研 究 所「 肥 前 セ ラ ミ ッ ク 研 究 所 」を 設 置 し 、ア ー ト 、サ イ エ

ン ス 、 マ ネ ジ メ ン ト の ３ グ ル ー プ に 、 芸 術 地 域 デ ザ イ ン 学 部 、 工 学 系 研 究 科 、

教 育 学 部 、 農 学 部 の 教 員 を 配 置 し 、 研 究 を 開 始 し た 。  

ま た 、 平 成 29 年 ４ 月 の 有 田 キ ャ ン パ ス の 開 設 （ 芸 術 地 域 デ ザ イ ン 学 部 ） と

同 時 に 教 育 (窯 業 人 材 の 養 成 )と 研 究 に お い て 、地（ 知 ）の 拠 点 形 成 を 計 る 活 動

を 開 始 す る こ と が よ り 効 果 的 で あ る こ と か ら 、 平 成 29 年 ４ 月 に 学 内 共 同 教 育

研 究 施 設 と し て「 肥 前 セ ラ ミ ッ ク 研 究 セ ン タ ー 」を 有 田 キ ャ ン パ ス に 設 置 す る

こ と を 決 定 し た 。  

学 長 の リ ー ダ ー シ ッ プ の 下 で 、学 内 マ ネ ジ メ ン ト 機 能 の 強 化 の 観 点 か ら 、学

長 裁 量 定 数 の 確 保 、学 長 裁 量 経 費 の 確 保 、学 長 裁 量 ス ペ ー ス の 確 保 に 向 け た 取

組 を 重 点 的 に 推 進 し た 。  

地 域 の 知 的 拠 点 と し て 、大 学 COC 事 業（ コ ミ ュ ニ テ ィ ・ キ ャ ン パ ス 佐 賀 ア ク

テ ィ ベ ー シ ョ ン ・ プ ロ ジ ェ ク ト ） に お い て 、 地 域 志 向 型 教 育 を 推 進 し た 。  

ま た 、 COC+事 業 に お い て 、地 域 を 志 向 す る 佐 賀 版 キ ャ リ ア デ ザ イ ン 、チ ャ レ

ン ジ ・ イ ン タ ー ン シ ッ プ 、地 方 創 生 イ ン タ ー ン シ ッ プ を 新 規 に 開 講 し 、地 域 を

志 向 す る キ ャ リ ア 教 育 を 推 進 し 、IT 農 業・コ ス メ テ ィ ッ ク 産 業・機 能 性 食 品 開

発 事 業・セ ラ ミ ッ ク 産 業 等 、各 学 部 に よ る 産 学 官 連 携 型 の 教 育 研 究 の 推 進 に よ
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る 産 業 振 興 、県 内 企 業 訪 問 等 に よ る 県 内 企 業 情 報 デ ー タ ベ ー ス の 構 築 、企 業 等

と 学 生 の マ ッ チ ン グ を 図 る「 さ が を 創 る 交 流 会 」の 開 催 な ど 、地 元 就 職 率 の 向

上 の た め の 事 業 を 推 進 し た 。  

国 際 的 な 視 野 で 地 域 で も 活 躍 で き る 学 生 の 輩 出 と し て 、平 成 28 年 度 に 、「 イ

ン タ ー ン シ ッ プ 授 業 科 目 に 関 す る 取 扱 要 項 」に 基 づ き 単 位 化 し た「 イ ン タ ー ン

シ ッ プ 科 目 」を 開 講 し た 。ま た 、イ ン タ ー ン シ ッ プ の 実 施 に 際 し て の 共 通 協 定

書・覚 書 を 作 成 し 、単 位 の 実 質 化 と 受 け 入 れ 企 業 等 と の 連 携 を 強 化 す る 改 善 を

行 っ た 。さ ら に は 、 COC+対 応 型 の チ ャ レ ン ジ ・ イ ン タ ー ン シ ッ プ（ 全 学 教 育 機

構 ）及 び 地 方 創 生 イ ン タ ー ン シ ッ プ（ 理 工 学 部 ）の 新 規 開 講 を 行 い 、そ の 受 講

状 況 を 点 検 し た 結 果 、受 講 学 生 数 が 十 分 で な い こ と 、受 け 入 れ 企 業 ・ 団 体 数 が

少 な い こ と 等 が 課 題 と し て 検 討 さ れ 、そ の 結 果 、平 成 29 年 度 に は 産 学 連 携 型 、

Co-op 型 の イ ン タ ー ン シ ッ プ の 企 画 等 、 地 域 創 生 推 進 セ ン タ ー （ COC+事 業 ） と

も 連 携 し 、 単 位 制 イ ン タ ー ン シ ッ プ の 充 実 を 図 る こ と と し た 。  

国 際 か ら 地 域 に 還 元 し た 研 究 と し て 、藻 類 バ イ オ マ ス の 特 性 を 活 か し た 地 域

の 発 展 及 び 地 域 産 業 の 創 生（ 佐 賀 市 ： バ イ オ マ ス 産 業 都 市 ）に 資 す る た め の 開

発 研 究 に 関 し 、 連 携 及 び 協 力 す る こ と を 目 的 と し て 、 平 成 28 年 ８ 月 ２ 日 、 筑

波 大 学 、佐 賀 市 と の 間 で「 佐 賀 市 に お け る 藻 類 バ イ オ マ ス の 活 用 に 関 す る 開 発

研 究 協 定 」 を 締 結 し 、 新 た な 研 究 領 域 を 広 げ 地 域 の 活 性 化 へ の 取 組 を 始 め た 。

 

 

「Ⅱ 基本情報」 

１．目標 

 

佐賀大学は、地域とともに未来に向けて発展し続ける大学として、地域を志向した社会

貢献・教育・研究を推進することで、地域活性化の中核的拠点を目指す。また、総合大学

の強みを生かし、グローバルな視野により社会の発展に貢献できる学生を育成・輩出し、

地域社会を先導する。 

第三期中期目標期間は、佐賀大学改革プランを基盤として、以下の取組を基本的な目標

として着実に実行する。 

 

１  地域から求められる大学 

教員と職員の知恵を集結させ，さらに，地域との協働により，親しまれ求められる佐賀

の大学を創成する。 

 

２  地域の知的拠点 

有明海から玄海灘へと続く大地において，文化・伝統・自然の特徴を活かし，教養・芸

術・医療・エネルギー・食・生命・環境を基盤とした「知」の拠点として地域の発展に貢

献する。 

 

３  国際的な視野で地域でも活躍できる学生の輩出 

学生の能動的かつ主体的な学修を育み，幅広い教養教育と質の高い専門教育により，国

際的な視野で地域社会で多様に活躍できる学生を育成する。 
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４  国際から地域に還元した研究 

地域の課題解決のために，分野を超えた横断的な研究に積極的に取り組む。また，国際

的な研究を地域の研究に還元する。 
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２．業務内容 

 

国立大学法人佐賀大学（以下「本法人」という。）は、佐賀大学を設置し、大学の教育

研究に対する国民の要請にこたえるとともに、我が国の高等教育及び学術研究の水準の

向上と均衡ある発展に寄与することを目的として、以下の業務を行う。 

１）佐賀大学を設置し、これを運営する。 

２）学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行う。

３）本法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の本法

人以外の者との連携による教育研究活動を行う。 

４）公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供する。 

５）本学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進する。 

６）本学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であって国立大学法人

法施行令（平成 15 年政令第 478 号）で定めるものを実施する者に出資する。 

７）前各号の業務に附帯する業務を行う。 

また、本学は、佐賀県内で唯一の国立大学として、国立大学法人法第 1 条に示す国立大

学の設置目的「大学の教育研究に対する国民の要請にこたえるとともに、我が国の高等教

育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を図る」の使命を果たすため、本学の基本理

念として、次のように佐賀大学憲章を宣言している。 

 

【佐賀大学憲章】 

佐賀大学は、これまでに培った文、教、経、理、医、工、農等の諸分野にわたる教育研

究を礎にし、豊かな自然溢れる風土や諸国との交流を通して育んできた独自の文化や伝

統を背景に、地域と共に未来に向けて発展し続ける大学を目指して、ここに佐賀大学憲

章を宣言します。 

  ～ 魅力ある大学 ～ 

    目的をもって活き活きと学び行動する学生中心の大学づくりを進めます 

  ～ 創造と継承 ～ 

    自然と共生するための人類の「知」の創造と継承に努めます 

  ～ 教育先導大学 ～ 

    高等教育の未来を展望し、社会の発展に尽くします 

  ～ 研究の推進 ～ 

    学術研究の水準を向上させ、佐賀地域独自の研究を世界に発信します 

  ～ 社会貢献 ～ 

    教育と研究の両面から、地域や社会の諸問題の解決に取り組みます 

  ～ 国際貢献 ～ 

    アジアの知的拠点を目指し、国際社会に貢献します 

  ～ 検証と改善 ～ 

    不断の検証と改善に努め、佐賀の大学としての責務を果たします 
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３．沿革 

 

（旧 佐賀大学） 

  S24. 5 佐賀大学（文理学部、教育学部）設置 

   30. 7 農学部設置 

   41. 4 文理学部を改組し、経済学部、理工学部及び教養部設置 

   45. 4 大学院農学研究科（修士課程）設置 

   50. 4 大学院工学研究科（修士課程）設置 

   63. 4 鹿児島大学大学院連合農学研究科（博士課程）に参加 

  H 3. 4 大学院理工学研究科を改組し、大学院工学系研究科（博士課程）設置 

    4. 4 大学院経済学研究科（修士課程）設置 

    5. 4 大学院教育学研究科（修士課程）設置 

    6. 4  全学教育センター設置 

   8. 9 教養部廃止 

    8.10 教育学部改組により文化教育学部設置 

 

（旧 佐賀医科大学） 

  S51.10 佐賀医科大学設置 

   56. 4 医学部附属病院設置 

   59. 4 大学院医学研究科（博士課程）設置 

  H 5. 4 医学部看護学科設置 

   9. 4 大学院医学研究科を大学院医学系研究科に改称し、看護学専攻（修士課 

程）設置 

 

（佐賀大学） 

  H15.10 旧佐賀大学と旧佐賀医科大学を統合し、佐賀大学開学 

   16. 4 国立大学法人佐賀大学設置 

     18. 4 農学部全学科を改組し、３学科設置 

     20. 4 医学系研究科博士課程３専攻を改組し、１専攻設置 

     22. 4 工学系研究科博士前期課程３専攻を改組し、２専攻設置 

            工学系研究科博士後期課程３専攻を改組し、１専攻設置 

            農学研究科修士課程２専攻を改組し、１専攻設置 

     23. 4  全学教育機構設置 

23.10  国際交流推進センター設置 

24. 4 産学･地域連携機構設置（産学官連携推進機構及び地域貢献推進室を再編）

   24.10  農学部附属アグリ創生教育研究センター設置（海浜台地生物環境研究セン

ター及び農学部附属資源循環フィールド科学教育研究センターを再編) 

25. 4  経済学部２課程を改組し、３学科設置 

25. 6 美術館設置 

26. 3 教養教育運営機構廃止 

27. 4 医学部附属看護学教育研究支援センター設置 

27.12 地域創生推進センター設置 
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28. 4 文化教育学部を改組し、教育学部及び芸術地域デザイン学部設置 

28. 4 教育学研究科及び経済学研究科を改組し、学校教育学研究科及び地域デザ

イン研究科設置 

28. 7 全学教育機構クリエイティブ・ラーニングセンター設置 

 

 

４．設立根拠法 

 国立大学法人法（平成15年法律第112号） 

 

 

５．主務大臣（主務省所管局課） 

 文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
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６．組織図 

（平成２８年４月１日～平成２８年７月２８日） 
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（平成２８年７月２９日～平成２９年３月３１日） 
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７．所在地 

 

 ○ 本庄キャンパス（本部等）       ： 佐賀県佐賀市本庄町１ 

 ○ 鍋島キャンパス（医学部等）      ： 佐賀県佐賀市鍋島５丁目１－１ 

 ○ 教育学部附属小学校         ： 佐賀県佐賀市城内２丁目１７－３ 

 ○ 教育学部附属中学校         ： 佐賀県佐賀市城内１丁目１４－４ 

 ○ 教育学部附属特別支援学校      ： 佐賀県佐賀市本庄町正里４６－２ 

 ○ 教育学部附属幼稚園         ： 佐賀県佐賀市水ヶ江１丁目４－４５ 

 ○ 農学部附属アグリ創生教育研究セン ： 佐賀県佐賀市久保泉町下和泉１８４１ 

   ター 

○ 農学部附属アグリ創生教育研究セン ： 佐賀県唐津市松南町１５２－１ 

   ター唐津キャンパス 

 ○ 海洋エネルギー研究センター      ： 佐賀県伊万里市山代町久原字平尾１－４８

   伊万里サテライト 

 

 

 

８．資本金の状況 

  ４７，３４５，１５３，３９５円（全額 政府出資） 

 

 

９．学生の状況（平成２８年５月１日現在） 

 

 総学生数           ６，８８０人 

  学士課程          ６，０２３人 

  修士課程（博士前期課程含む）  ６１５人 

  博士課程（博士後期課程含む）  ２２１人 

  専門職学位課程          ２１人 
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１０．役員の状況 

 

役職 

 

氏名 

 

任期 

 

経歴 
 

学 長 

 
 
 

 
 

 
 
 
 

 

 
宮﨑 耕治 

 

 
 
 

 
 

 

 
平成27年10月 1日 

～平成31年 9月30日
 

 
平成 7年12月 佐賀医科大学医学部 

教授 
 
平成18年 4月 佐賀大学医学部附属 
～平成20年3月 病院副病院長（安全 

管理担当） 
 
平成20年 4月 佐賀大学医学部附属 
～平成23年3月 病院長 
 

平成21年10月 佐賀大学理事 
 

平成23年10月   〃（任期更新） 
 
平成25年10月   〃（任期更新） 
～平成27年9月 
 
平成27年10月 佐賀大学長 
 

 
理 事 

（教育･学
生担当） 

 
 

 
 

 
 

 
滝澤  登 

 

 
 

 
 

 
 

 
平成27年10月 1日 

～平成29年 9月30日
 

 
 

 
 

 
 

 
平成21年 8月 佐賀大学理工学部教授
 
 
 
平成24年 4月 佐賀大学全学教育機構

副機構長（併任：平成
27年9月まで） 

 
平成26年10月  佐賀大学学長補佐 

（平成27年9月まで）
 

平成27年10月 佐賀大学理事 
 

 
理 事 
（研究･ 
社会貢献 
担当） 

 
 
 

 
 

 
 

 

 
門出 政則 

 
 
 

 
 

 

 
 

 
 
 

 
平成27年10月 1日 

～平成29年 9月30日
 

 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
平成 1年 4月 佐賀大学理工学部教授
 
平成 8年 4月 佐賀大学理工学部附属

海洋温度差エネルギー
実験施設長（併任：平
成14年3月まで） 

 
平成14年 4月 佐賀大学海洋エネルギ

ー研究センター長（併
任：平成25年3月） 

 
平成26年 4月  九州大学特任教授 
～平成27年9月 
 

平成27年10月 佐賀大学理事 
 

 
理 事 

（企画･総
務担当） 

 
 
 

 
後藤 昌昭 

 
 
 
 
 

 
平成27年10月 1日 

～平成29年 9月30日
 
 
 
 

 
平成14年 8月  佐賀医科大学医学部 
       教授 
 
平成20年 4月  佐賀大学医学部附属病

院病院長特別補佐 
（平成23年3月まで）
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平成21年10月  佐賀大学学長室長 
 
平成21年10月 佐賀大学学長補佐 

（平成27年9月まで）
 

平成23年 4月  佐賀大学医学部附属 

～平成26年3月 病院副病院長 

 
平成27年10月 佐賀大学理事 
 

 
理事 
（人事・労
務・財務担
当）・事務
局長 
 

 
和田 佳彦 

 

 
平成28年 4月 1日 

～平成30年 3月31日
 

 
平成21年 1月 千葉大学財務部長 
 
平成23年 4月 九州大学財務部長 
 
平成25年 4月 筑波技術大学理事・ 

事務局長 
 
平成28年 4月 佐賀大学理事・事務 
       局長 
 

 
理 事 

(社会貢献 
担当) 

（非常勤） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
吉田 哲雄 

 

 
平成27年10月 1日 

～平成29年 9月30日
 

 
昭和47年 4月 九州大学文部教官 

（工学部採鉱学科） 
 
昭和58年 4月 株式会社吉田鉄工所 

（現ワイビーエム） 
取締役 

昭和63年10月 同 代表取締役副社長
 
平成 7年12月 株式会社ワイビーエム

サービス取締役 
 
平成 8年 5月 株式会社ワイビーエム

代表取締役会長 
 
平成15年 6月 株式会社佐銀ベンチャ

ーキャピタル（現佐銀
キャピタル＆コンサル
タント）非常勤取締役

 
 
平成17年 4月 株式会社ワイシステム

サポート取締役 
 
平成25年10月 佐賀大学理事 
～平成27年9月 （非常勤） 
 
平成27年10月 佐賀大学理事 
       （非常勤）  
 

 
監 事 

 
 

 
佐々木 寿明 

 

 
 

 
平成28年 4月 1日 

～平成32年 8月31日

 
 

 
昭和63年 3月 九州大学工学部資源工

学科卒業 
  
昭和63年 4月 日本通運株式会社 
               
昭和64年 1月 株式会社麻生情報シス

テム 
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平成 5年 6月 九州セルラー電話株式

会社 
 
平成 7年 2月 三ツ矢物産株式会社管

理課長 
 
平成 8年 7月 株式会社武雄センチュ

リーホテル 取締役経
営企画室長 

 
平成 9年 6月  株式会社武雄センチュ

リーホテル 取締役総
支配人 

 
平成21年 4月  九州大学大学院経済学

府産業マネジメント専
攻入学  

 
平成21年 5月  株式会社五光 経営助

成部長 
 
平成21年 5月  武雄センチュリーホテ

ル・アドバイザ (非常
勤) 

 
平成23年 3月  九州大学大学院経済学

府産業マネジメント専
攻修了 

 
平成23年10月  五光工業株式会社 取

締役管理本長(非常勤)
 
平成24年12月  株式会社福岡五光 取

締役管理部長 
 
平成26年 4月 国立大学法人佐賀大学
～平成28年3月 監事 
 
平成28年 4月 国立大学法人佐賀大学

監事 
 

 
監 事 

（非常勤） 
 
 

 
 

 
 
 

 

 

 
 

 
 
 

 

 
北村 博 

 

 
平成28年 4月 1日 

～平成32年 8月31日
 

 
昭和46年 3月  佐賀大学経済学部卒業
 
昭和46年 4月  伊藤忠商事株式会社 
 
昭和50年12月  伊藤忠商事株式会社 

中近東・テヘラン支店
 
昭和57年 4月  伊藤忠商事株式会社 

シンガポール支店 
 
昭和63年 4月  伊藤忠商事株式会社 

ポリオレフィン部ポリ
オレフィン第二課長 

 
平成 4年 4月  伊藤忠商事株式会社 

化学品第二部門企画統
括課長 (兼)化学品第
二部門海外チーム長 

        
 
 



- 13 - 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 

 
平成 6年 1月  伊藤忠商事株式会社 

ポリオレフィン部長代
行 

 
平成 7年 4月  伊藤忠商事株式会社 

リーテイル資材部長 
(兼)リーテイル資材部
トレード開発課長 

 
平成12年 4月  伊藤忠商事株式会社 

化学品部門長代行 
 
平成13年 4月  伊藤忠商事タイ会社 

社長 (兼)伊藤忠マネ
ジメント・タイ会社 
社長 (兼)バンコック
支店長 

 
平成15年 4月  伊藤忠インターナショ

ナル会社 社長 (ＣＥ
Ｏ) (ニューヨーク駐
在) 

 
平成15年 6月  伊藤忠商事株式会社 

執行役員 
 
平成17年 4月  伊藤忠商事株式会社 

常務執行役員 
 
平成17年 4月  伊藤忠商事株式会社 

生活資材・化学品カン
パニープレジデント 

 
平成17年 6月  伊藤忠商事株式会社 

代表取締役常務取締役
 
平成17年 6月  伊藤忠商事株式会社 

生活資材・化学品カン
パニープレジデント 

 
平成18年 4月  伊藤忠商事株式会社 

代表取締役常務取締役
 
平成18年 6月  伊藤忠商事株式会社 

理事 
 
平成18年 6月  シーアイ化成株式会社

代表取締役社長 
 
平成24年 4月  シーアイ化成株式会社

取締役会長 
 
平成24年 4月  シーアイ化成株式会社

理事 
 
 
平成26年 4月 国立大学法人佐賀大学
～平成28年3月 監事（非常勤） 
 
平成28年 4月 国立大学法人佐賀大学

監事（非常勤） 
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１１．教職員の状況（平成２８年５月１日現在） 

  

総数     ３，５３３人 

  教 員   １，６８５人（うち常勤  ７４２人、非常勤９４３人） 

  職 員   １，８４８人（うち常勤１，２４４人、非常勤６０４人） 

 

（常勤教職員の状況） 

常勤教職員は前年度比で４６０人（３０．１％）増加しており、平均年齢は４０．

７０歳（前年度４４．３３歳）となっております。このうち、国、地方公共団体及び

民間からの出向者はありません。 

 

・常勤の教職員とはガイドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び

「再任用職員」から、受託研究等により雇用する者を除いた教職員のことを指します。 

・非常勤の教職員とは、常勤の教職員、受託研究等により雇用する者及び「ガイドライン」

における「派遣会社に支払う費用」以外の教職員のことを指します。 

・前事業年度において、非常勤職員として表示しておりました常勤職員としての勤務実態

を有する附属病院医療職員（当事業年度は４６８人）について、当事業年度より、常勤

職員に含めて表示しております。なお、この影響を除くと、常勤教職員は前年度比で８

人（０．５％）減少しており、平均年齢は４４．８０歳となっております。 
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「Ⅲ 財務諸表の概要」 

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 

１．貸借対照表（http://www.saga-u.ac.jp/koukai/kokaizaimu.html） 

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

 有形固定資産 

 土地 

  減損損失累計額 

 建物 

  減価償却累計額等 

 構築物 

  減価償却累計額等 

 工具器具備品 

  減価償却累計額 

 その他の有形固定資産          

 その他の固定資産 

 

流動資産 

 現金及び預金 

 その他の流動資産 

 

 

83,7 56

82,9 59

39,6 40

△ 296

42,9 56

△ 15,87 7

4,08 4

△ 2,096

20,6 35

△ 14,66 6

8,57 9

796

14,7 27

7,90 8

6,81 9

固定負債 

 資産見返負債 

 機構債務負担金 

 長期借入金等 

 引当金 

  退職給付引当金 

  その他の引当金 

 その他の固定負債 

流動負債 

 運営費交付金債務 

 その他の流動負債 

23,698

11,3 91

940

10,3 86

－

－

－

979

9,42 6

888

8,53 8

負債合計 33,124

純資産の部 金額 

資本金 

 政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

その他の純資産 

47,345

47,3 45

9,64 5

8,36 7

－

純資産合計 65,358

資産合計 98,483 負債純資産合計 98,483
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２．損益計算書（http://www.saga-u.ac.jp/koukai/kokaizaimu.html） 

 

                           （単位：百万円） 

 金額 

経常費用（A） 35,756  

 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  診療経費 

  教育研究支援経費 

  人件費 

  その他 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

 

34,8 98  

1,45 3  

1,23 3  

12,2 40  

625  

18,3 35  

1,00 8  

747  

97  

12  

経常収益(B) 36,6 75  

 

 運営費交付金収益 

 学生納付金収益 

 附属病院収益 

 その他の収益 

 

9,71 4  

4,01 1  

18,7 76  

4,17 3  

臨時損益(C) △ 37 

前中期目標期間繰越積立金取崩額(D) 208  

当期総利益（当期総損失）（B-A+C+D） 1,09 0  
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３．キャッシュ・フロー計算書（http://www.saga-u.ac.jp/koukai/kokaizaimu.html） 

                             （単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 3,76 8  

 人件費支出 

 その他の業務支出 

 運営費交付金収入 

 学生納付金収入 

 附属病院収入 

 その他の業務収入 

 国庫納付金の支払額 

△ 18,380  

△ 13,27 9  

10,6 60  

3,80 9  

18,4 26  

2,53 2  

△ 0 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △ 6,080  

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) 1,62 5  

Ⅳ資金に係る換算差額(D) －  

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） △ 687 

Ⅵ資金期首残高(F) 5,49 5  

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 4,80 8  

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書（http://www.saga-u.ac.jp/koukai/kokaizaimu.html） 

                             （単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務費用 10,700  

 損益計算書上の費用 

 （控除）自己収入等 

35,793  

△ 25,09 3  

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 

Ⅱ損益外減価償却相当額 

Ⅲ損益外減損損失相当額 

Ⅳ損益外有価証券損益相当額（確定） 

Ⅴ損益外有価証券損益相当額（その他） 

Ⅵ損益外利息費用相当額 

Ⅶ損益外除売却差額相当額 

Ⅷ引当外賞与増加見積額 

Ⅸ引当外退職給付増加見積額 

Ⅹ機会費用 

Ⅺ（控除）国庫納付額 

 

1,02 9  

398  

－  

－  

2 

78 

△ 16 

△ 189 

37  

△ 0 

Ⅻ国立大学法人等業務実施コスト 12,041  
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５．財務情報 

(1) 財務諸表の概況 

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

平成 28 年度末現在の資産合計は前年度比 3,401 百万円（3.58％）（以下、特に

断らない限り前年度比・合計）増の 98,483 百万円となっている。 

主な増加要因としては、附属病院中央診療棟等改修工事により建物が 1,568 百万

円（6.15％）増の 27,078 百万円となったこと、附属病院東病棟等改修工事により

建設仮勘定が 983 百万円（34.07％）増の 3,871 百万円となったこと、有価証券が

譲渡性預金の取得により 1,100 百万円（100.00％）増の 1,100 百万円となったこと

が挙げられる。 

また、主な減少要因としては、土地が大和町宿舎敷地の減損により 292 百万円

（0.74％）減の 39,343 百万円となったこと、工具器具備品が医療用機器の除却等

により 1,211 百万円（16.87％）減の 5,968 百万円となったことが挙げられる。 

 

（負債合計） 

平成 28 年度末現在の負債合計は 2,860 百万円（9.45％）増の 33,124 百万円とな

っている。 

主な増加要因としては、長期借入金（一年以内償還予定分含む）が附属病院改修

工事のための借入れにより 2,488 百万円（30.66％）増の 10,603 百万円となったこ

と、資産見返補助金等が償却資産の取得により 444 百万円（44.39％）増の 1,444

百万円になったこと等が挙げられる。 

また、主な減少要因としては、大学改革支援・学位授与機構債務負担金（一年以

内償還予定含む）が償還により 333 百万円（21.16％）減の 1,243 百万円となった

こと、前受共同研究費が翌期への繰越額の減少により 113 百万円（27.71％）減の

295 百万円となったこと等が挙げられる。 

 

（純資産合計） 

平成 28 年度末現在の純資産合計は 540 百万円（0.83％）増の 65,358 百万円とな

っている。 

主な増加要因としては、資本剰余金が特定償却資産の取得により 1,114 百万円

（4.72％）増の 24,709 百万円になったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、大和町宿舎敷地の減損により損益外減損損失累計額が

393 百万円（8368.70％）増の 398 百万円となったことが挙げられる。 

 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

平成 28 年度の経常費用は 238 百万円（0.67％）増の 35,756 百万円となってい

る。 

主な増加要因としては、診療経費が診療材料費の増加により 467 百万円（3.97%）

増の 12,240 百万円となったこと、受託研究費が業務委託費の増加により 90 百万円
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（18.66％）増の 572 百万円となったこと等が挙げられる。 

また、主な減少要因としては、研究経費が医学部臨床研究棟の移転完了による消

耗品費、業務委託費の減少により 375 百万円（23.36％）減の 1,233 百万円となっ

たことが挙げられる。 

 

（経常収益） 

平成 28 年度の経常収益は 309 百万円（0.85％）増の 36,675 百万円となってい

る。 

主な増加要因としては、在院日数の短縮や新規施設基準取得等による診療単価の

増加等により附属病院収益が 1,101 百万円（6.23％）増の 18,776 百万円となった

こと、受託研究収益が執行額の増加により 92 百万円（19.22％）増の 572 百万円と

なったこと等が挙げられる。     

また、主な減少要因としては、運営費交付金収益が業務達成基準適用による債務

の繰越により 1,168 百万円（10.74％）減の 9,714 百万円となったこと、授業料収

益が授業料徴収対象者の減少により 62 百万円（1.80％）減の 3,410 百万円となっ

たこと等が挙げられる。 

 

（当期総利益） 

上記経常損益の状況及び臨時損失として固定資産除却損等 37 百万円、前中期目

標期間繰越積立金を使用したことによる前中期目標期間繰越積立金取崩額 208 百

万円を計上した結果、平成 28 年度の当期総利益は 185 百万円（14.57％）減の 1,090

百万円となっている。 

  

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 28 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 934 百万円（32.99％）増の

3,768 百万円となっている。 

主な増加要因としては、附属病院収入が在院日数の短縮や新規施設基準取得等に

よる診療単価の増加等により 964 百万円（5.53％）増の 18,426 百万円となったこ

と、原材料、商品又はサービス購入による支出が医学部臨床研究棟の移転完了によ

り 468 百万円（3.56％）減の△12,713 百万円となったことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、授業料収入が授業料徴収対象者の減少により 67

百万円（2.04％）減の 3,226 百万円になったこと、補助金等収入が受入額の減少に

より 342 百万円（42.06％）減の 471 百万円となったこと等が挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 28 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 1,601 百万円（35.75％）減

の△6,080 百万円となっている。 

主な増加要因としては、有形固定資産の取得による支出が 1,933 百万円（27.79

％）減の△5,024 百万円になったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、有価証券の償還による収入が 2,800 百万円（100.00％）

減となったこと、定期預金の払戻による収入が 3,700 百万円（46.84％）減の 4,200

百万円となったこと等が挙げられる。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 28 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 587 百万円（56.57％）増の

1,625 百万円となっている。 

主な増加要因としては、附属病院再整備のために借り入れた長期借入金による収

入が 550 百万円（26.45％）増の 2,629 百万円となったことが挙げられる。 

 

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

（国立大学法人等業務実施コスト） 

平成 28 年度の国立大学法人等業務実施コストは 977 百万円（7.51％）減の 12,041

百万円となっている。 

主な増加要因としては、業務費が医薬品費等の増加により 232 百万円（0.67％）

増の 34,898 百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、附属病院収益が 1,101 百万円（6.23％）増の△18,776 百

万円となったことが挙げられる。 

 

       (表) 主要財務データの経年表                     （単位：百万円） 

区分 2 4年度 2 5年度 26年度 27年度 28年度 

資産合計 8 6 , 9 1 4 9 0 , 8 9 4 9 3 , 9 6 6 9 5 , 0 8 2  9 8 , 4 8 3

負債合計 2 4 , 6 2 8 2 8 , 5 0 4 3 0 , 3 4 9 3 0 , 2 6 4  3 3 , 1 2 4

純資産合計 6 2 , 2 8 6 6 2 , 3 9 0 6 3 , 6 1 7 6 4 , 8 1 8  6 5 , 3 5 8

経常費用 3 1 , 1 5 1 3 3 , 4 9 6 3 4 , 6 2 1 3 5 , 5 1 7  3 5 , 7 5 6

経常収益 3 2 , 4 3 3 3 3 , 0 5 6 3 5 , 2 1 4 3 6 , 3 6 6  3 6 , 6 7 5

当期総損益 1 , 2 9 9 2 3 4 6 4 3 1 , 2 7 6  1 , 0 9 0

業務活動によるキャッシュ・フロー 5 , 4 9 0 3 , 4 9 0 3 , 4 9 7 2 , 8 3 3  3 , 7 6 8

投資活動によるキャッシュ・フロー △6, 3 0 2 △ 8 , 6 1 8 △1,069 △ 4 , 4 7 9  △ 6 , 0 8 0

財務活動によるキャッシュ・フロー 5 6 2 1 , 2 4 3 8 7 1 , 0 3 8  1 , 6 2 5

資金期末残高 7 , 4 7 3 3 , 5 8 8 6 , 1 0 3 5 , 4 9 5  4 , 8 0 8

国立大学法人等業務実施コスト 8 , 9 5 7 1 1 , 4 5 7 1 2 , 4 7 0 1 3 , 0 1 8  1 2 , 0 4 1

（内訳）  

 業務費用 8 , 2 3 2 1 0 , 6 7 5 1 1 , 4 1 3 1 1 , 6 9 0  1 0 , 7 0 0

  うち損益計算書上の費用 3 1 , 1 6 1 3 3 , 5 4 0 3 4 , 6 3 6 3 5 , 5 2 6  3 5 , 7 9 3

  うち自己収入 △ 22 , 9 2 8 △ 2 2 , 8 6 5 △23,222 △ 2 3 , 8 3 5  △ 2 5 , 0 9 3

 損益外減価償却相当額 9 7 3 1 , 0 6 1 1 , 1 1 1 1 , 0 1 1  1 , 0 2 9

 損益外減損損失相当額 － 2 － －  3 9 8

 損益外有価証券損益相当額（確定） － － － －  －

 損益外有価証券損益相当額（その他） － － － －  －

 損益外利息費用相当額 2 2 3 3  2

 損益外除売却差額相当額 3 1 3 3 9 4 △ 2 0  7 8

 引当外賞与増加見積額 1 1 3 9 1 0 3 5  △ 1 6

 引当外退職給付増加見積額 △57 5 △ 6 7 8 △ 3 6 5 2 9 2  △ 1 8 9

 機会費用 2 8 0 3 2 1 2 0 3 6  3 7

 （控除）国庫納付額 - － － －  △ 0
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② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

ア．業務損益  

附属病院セグメントの業務損益は 1,045 百万円と、75 百万円(7.76％)増となって

いる。これは、業務達成基準適用による債務の繰越により運営費交付金収益が 788

百万円（26.03％）減となったものの、附属病院収益が在院日数の短縮や新規施設基

準取得等による診療単価の増加等により 1,101 百万円（6.23％）増となったことが

主な要因である。 

附属学校セグメントの業務損益は△129 百万円と、17 百万円(16.11％)減となって

いる。これは、人件費が退職者の増加により 21 百万円（2.80％）増となったこと、

教育経費が 9 百万円（11.89％）増となったこと等が主な要因である。 

共同利用・共同研究拠点セグメントの業務損益は△70 百万円と、29 百万円(29.31

％)増となっている。これは、研究経費が 30 百万円（23.49％）減となったことが主

な要因である。 

大学セグメントの業務損益は 61 百万円と、10 百万円(14.41％)減となっている。

これは、研究経費が 357 百万円（26.58％）減となったものの、運営費交付金収益が

業務達成基準適用による債務の繰越により 424 百万円（6.07％）減となったことが

主な要因である。 

 

       (表) 業務損益の経年表                       (単位：百万円) 

区分 2 4年度 2 5年度 2 6年度 2 7年度 2 8年度 

附属病院 1 , 1 8 7 △ 2 1 0 4 0 3 9 6 9  1 , 0 4 5

附属学校 △ 12 7 △ 1 4 7 △ 1 5 6 △ 1 1 1  △ 1 2 9

共同利用・共同研究拠点 △ 92 △ 8 0 △ 8 8 △ 9 9  △ 7 0

大学 3 0 6 △ 1 9 4 0 6 7 2  6 1

法人共通 7 1 7 2 7 1 7  1 2

合計 1 , 2 8 1 △ 4 4 0 5 9 2 8 4 8  9 1 9

 

 

イ．帰属資産 

附属病院セグメントの総資産は 39,718 百万円と、2,571 百万円（6.92％）増とな

っている。これは、減価償却の進行に伴い、医療用機器が 786 百万円（21.80％）減

となったものの、附属病院中央診療棟等改修工事により建物が 1,587 百万円（13.42

％）増となったこと、また附属病院東病棟等改修工事により建設仮勘定が 1,275 百

万円（49.81％）増となったことが主な要因である。 

 附属学校セグメントの総資産は 4,067 百万円と、88 百万円（2.13％）減となって

いる。これは、現物寄附により美術品が 11 百万円増加したものの、減価償却が進ん

だことにより、建物が 76 百万円（5.15％）減となったこと、構築物が 12 百万円（11.37

％）減となったことが主な要因である。 

 共同利用・共同研究拠点セグメントの総資産は 614 百万円と、15 百万円（2.52％）

減となっている。これは、工具器具備品が 14 百万円（20.97％）増となったものの、

減価償却が進んだことにより、建物が 25 百万円（4.80％）減となったこと、構築物

が 5 百万円（21.26％）減となったことが主な要因である。 

 大学セグメントの総資産は 46,175 百万円と、421 百万円（0.92％）増となってい
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る。これは、大和町宿舎敷地の減損により土地が 292 百万円（1.16％）減となった

ものの、譲渡性預金の取得により有価証券が 1,100 百万円（100.00％）増となった

こと、医学部基礎研究棟改修工事等により建物が 82 百万円（0.71％）増となったこ

とが主な要因である。 

 

(表)  帰属資産の経年表                         (単位：百万円) 

区分 2 4年度 2 5年度 2 6年度 27年度 28年度 

附属病院 2 4 , 7 5 2 3 0 , 8 6 2 3 3 , 4 8 9 3 7 , 1 4 7  3 9 , 7 1 8

附属学校 3 , 7 0 6 3 , 8 7 7 4 , 2 5 6 4 , 1 5 6  4 , 0 6 7

共同利用・共同研究拠点 1 , 3 0 9 1 , 0 3 8 8 2 6 6 2 9  6 1 4

大学 4 3 , 4 7 1 4 5 , 0 2 8 4 6 , 0 9 0 4 5 , 7 5 4  4 6 , 1 7 5

法人共通 1 3 , 6 7 3 1 0 , 0 8 8 9 , 3 0 3 7 , 3 9 5  7 , 9 0 8

合計 8 6 , 9 1 4 9 0 , 8 9 4 9 3 , 9 6 6 9 5 , 0 8 2  9 8 , 4 8 3

 

③ 目的積立金に係る承認申請状況及び前中期目標期間繰越積立金の使用内訳等 

「教育研究の質の向上及び組織運営の改善」の財源に充てようとする積立金として、

当期未処分利益 1,090 百万円を承認申請している。 

平成 28 年度においては、附属病院再整備事業及び教職員の退職手当給付等の目的に

充てるため、517 百万円を使用した。 

 

(2) 施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

 ○医学部附属病院中央診療棟等改修その他工事（取得原価 1,039 百万円） 

 ○医学部附属病院中央診療棟等改修その他機械設備工事（取得原価 946 百万円） 

 ○医学部基礎研究棟改修工事（取得原価 526 百万円） 

 ○医学部附属病院中央診療棟等改修その他電気設備工事（取得原価 395 百万円） 

 ○医学部基礎研究棟改修機械設備工事（取得原価 249 百万円） 

 ○医学部基礎研究棟改修電気設備工事（取得原価 155 百万円） 

   

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

○医学部附属病院東病棟等改修その他工事（当事業年度増加額 1,263 百万円（建設

仮勘定）、総投資見込額 2,700 百万円） 

○医学部附属病院東病棟等改修その他機械設備工事（当事業年度増加額 854 百万円

（建設仮勘定）、総投資見込額 1,825 百万円） 

○医学部附属病院東病棟等改修その他電気設備工事（当事業年度増加額 497 百万円

（建設仮勘定）、総投資見込額 835 百万円） 

 

③ 当事業年度において担保に供した施設等 

該当ありません。 
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 (3) 予算・決算の概況 

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示し

ているものである。 

 

（単位：百万円）  

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 
24年度 25年度 26年度 27年度

予 算 決 算 予 算 決 算 予 算 決 算 予 算 決 算

収入 39,921 36,589 42,118 42,337 40,132 39,824 42,372 41,620

 運営費交付金収入       

 補助金等収入 

 学生納付金収入 

 附属病院収入 

 その他収入 

11,379 

－ 

4,596 

15,630 

8,316 

8,953

376

4,334

16,862

6,064

11,089

－

4,370

16,143

10,516

10,385

816

4,290

16,841

10,005

11,573

539

4,278

17,025

6,717

1 1 , 0 8 6  

7 4 4  

4 , 2 4 7  

1 6 , 7 9 9  

6 , 9 4 8  

12,857 

915 

4,238 

17,038 

7,324 

12,565

826

4,222

17,461

6,546

支出 39,921 35,287 42,118 42,504 40,132 39,368 42,372 40,240

 教育研究経費 

 診療経費 

 その他支出 

14,161 

17,188 

8,572 

12,624

16,406

6,257

13,297

20,321

8,500

13,362

20,773

8,369

13,170

20,052

6,910

13,513 

19,468 

6,386 

13,265 

21,677 

7,430 

13,283

20,599

6,358

収入－支出 － 1,302 － △ 167 － 456 －  1,380

 

（単位：百万円）  

区分 
28年度 

予 算 決 算 差額理由 

収入 37,486 40,200  

 運営費交付金収入       

補助金等収入 

 学生納付金収入 

 附属病院収入 

 その他収入 

10,558 

676 

4,147 

17,274 

4,831 

9 , 7 7 2

1 , 1 5 6

4 , 1 4 9

1 8 , 4 2 7

6 , 6 9 6

業 務 達 成 基 準 適 用 に よ る 繰 越 に 伴 う 減  

補 助 金 受 入 額 の 増  

 

診 療 単 価 の 増  

前 中 期 目 標 期 間 繰 越 積 立 金 の 取 崩 に よ る 増  

支出 37,486 38,558  

 教育研究経費 

 診療経費 

その他支出 

14,887 

16,890 

5,709 

12,757

18,376

7,425

経 費 節 減 に 努 め た こ と に よ る 減  

 

補 助 金 等 受 入 額 の 増 加 に 伴 う 増  

収入－支出 － 1,642  
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「Ⅳ 事業の実施状況」 

 

(1) 財源の内訳（財源構造の概略等） 

 当法人の経常収益は36,675百万円で、その内訳は、附属病院収益18,776百万円

(51.19％(対経常収益比、以下同じ))、運営費交付金収益9,714百万円(26.48％)、そ

の他の収益8,185百万円(22.31％)となっている。 

 また、附属病院再整備事業の財源として、（独）大学改革支援・学位授与機構の施

設費貸付事業により長期借入を行った（平成28年度新規借入額2,629百万円、期末残

高10,603百万円（既往借入分含む））。 

 

(2) 財務データ等と関連付けた事業説明 

 

ア．附属病院セグメント 

 大学病院のミッション 

大学病院の使命は、教育・研究・診療という３本柱を生かし、地域医療への貢献を

果たすことであり、各県に設置された国立大学病院は各地域の「最後の砦」として、

地域医療を支えていかなければならないという重要な役割を担っている。 

本学附属病院は、佐賀県において唯一の特定機能病院として、地域医療の中核的役

割を果たし、高度医療、超急性期医療を担う責務と安定した経営基盤を構築する必要

がある。 

 

  大学病院の中・長期の事業目標・計画 

①  経常的な計画 

本学附属病院は「患者・医療人に選ばれる病院を目指して」という理念のもと、

地域医療への貢献、良き医療人の養成、高度医療技術の開発研究を目的とし、以下

の目標を達成することを目指している。 

・地域に開かれた病院として医療の質を向上しつつ、地域貢献を推進する。 

・臨床研究を通して社会に貢献する。 

・地域で活躍できる優れた医療人を育成する。 

・運営体制を強化し、健全な経営基盤を確立する。 

 

②  新たな計画 

平成 24 年度から進めている病院再整備事業は、平成 29 年度までに病棟・中

央診療棟等の耐震化対応を含めた建物改修を予定している。 

また、平成 29 年度から平成 35 年度にかけて、耐震化未対応となっている部

分の建物改修及び基幹環境整備を行い、ＢＣＰを意識した防災機能の強化や地

域医療最後の砦として、地域から求められる役割の変化に対応すべく施設の整

備を進めていく。 

さらに、これまで設備マスタープランに基づき行ってきた医療機器の整備に

ついて、今後も病院経営の安定を図りつつ、老朽化した医療機器の更新や先進医

療設備の整備を行い、大学病院としての機能の維持に努める。 
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  平成 28 年度の取組み等 

①  平成 28 年度の主な取組み 

本学附属病院が実施している病院再整備については、平成 29 年度までの予定で

中央診療棟及び東病棟の改修を進めている。平成 28 年度においては、４月～５月

にかけ放射線部ＭＲＩ室、血管造影・ＩＶＲ室等、５月に検査部中央採血室、９月

にＡＩセンター、11 月にＭＥセンター、12 月には外来化学療法室が竣工し、外来

化学療法室については 15 床から 22 床へとベッド数を増加させた。 

また、病院再整備にあわせて、新しい撮像法により高画質を保ちつつ、高速撮像

が可能となることで、より詳細な病変の血流動態や四肢の末梢血管の評価を行え

るよう新たなＭＲＩ装置を導入したほか、ＡＩ用ＣＴ装置も迅速に高品質の画像

診断が可能な最新式 16 列マルチスライスＣＴ装置に更新を行った。 

平成 29 年１月には、これまでの栄養管理という観点から、健全な心身を培い、

豊かな人間性を育むため、これまでの栄養管理という観点から“食育”という観点

への変革を目指して、「栄養管理部」を「食育指導センター」と名称変更し、新た

な組織として活動を開始した。 

研究面では、平成 28 年３月に設置したメディカルバイオバンクセンターにおい

て、患者さんが検査のために提供された血液や組織を保存し、検査技術の開発や治

療法の開発のために有効利用できるバイオバンクシステムを９月に診療科を限定

して試験稼働し、11 月に本格稼働した。 

 

②  次年度以降の取組み 

病院再整備については、中央診療棟及び東病棟の改修が平成 29 年度で完成する

こととなり、平成 29 年度には、調剤、調製業務を高度に自動化することでヒュー

マンエラーの防止、調製薬剤の品質担保を確実なものとする新しい薬剤部、プライ

バシー機能とゆとりある個室の専用病棟を備えた東病棟をオープンし、安全で質

の高い療養環境の向上を目指す。 

また、薬剤部が移転した跡地には外来ブースを整備し、ここを仮設外来として使

用しながら、耐震未改修となっている外来棟の増築・改修工事に着手し、災害拠点

病院として防災機能の強化を図る。 

 

「病院セグメント」及び「病院収支の状況」について 

附属病院セグメントにおける事業の主な実施財源は、附属病院収益18,776百万円

（82.21％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、その他の収益4,063

百万円(17.79％）となっている。一方、事業に要した経費は、診療経費12,240百万円、

人件費8,808百万円、その他の経費746百万円となっている。差引き1,045百万円の利

益が生じているが、うち6百万円は会計上の構造的な利益の発生によるものである。

 

病院セグメントの情報は以上のとおりであるが、これを更に、附属病院の期末資金

の状況が分かるよう調整（病院セグメント情報から、非資金取引情報を控除し、資金

取引情報（固定資産の取得に伴う支出、借入金の収入、借入金返済の支出、リース債

務返済の支出など）を加算して調整）すると、下表「附属病院セグメントにおける収

支の状況」のとおり 
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附属病院セグメントにおける収支の状況 

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）       

（単位：百万円） 

金額

Ⅰ　業務活動による収支の状況 (A) 3,448

　　人件費支出 △ 8,709

　　その他の業務活動による支出 △ 10,003

　　運営費交付金収入 2,275

　　　附属病院運営費交付金 -

　　　基幹運営費交付金（基幹経費） 1,540

　　　特殊要因運営費交付金 445

　　　基幹運営費交付金（機能強化経費） 289

　　附属病院収入 18,776

　　補助金等収入 1,044

　　その他の業務活動による収入 64

Ⅱ　投資活動による収支の状況 (B) △ 3,811

　　診療機器等の取得による支出 △ 253

　　病棟等の取得による支出 △ 3,822

　　無形固定資産の取得による支出 △ 1

　　施設費による収入 266

　　有形固定資産及び無形固定資産売却による収入 -

　　その他の投資活動による支出 -

　　その他の投資活動による収入 -

　　利息及び配当金の受取額 -

Ⅲ　財務活動による収支の状況 (C) 1,798

　　借入れによる収入 2,629

　　借入金の返済による支出 △ 141

　　大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出 △ 333

    借入利息等の支払額 △ 82

　　リース債務の返済による支出 △ 264

　　その他の財務活動による支出 -

　　その他の財務活動による収入 -

　　利息の支払額 △ 9

Ⅳ　収支合計（D=A+B+C） 1,436

Ⅴ　外部資金による収支の状況 (E) -

　　寄附金を財源とした事業支出 △ 183

　　寄附金収入 183

　　受託研究・受託事業等支出 △ 309

　　受託研究・受託事業等収入 309

Ⅵ　収支合計（F=D+E） 1,436  

今年度の業務活動の収支残高は、前年度比 949 百万円減の 3,448 百万円となって

いる。これは附属病院収入が在院日数の短縮や新規施設基準取得等による診療単価

の増加等により 1,101 百万円増加したこと、補助金等収入が 377 百万円増加したも

のの、運営費交付金収入が中期計画初年度のため前年度より繰越してきた債務の収

益化がなかったことに加え、業務達成基準適用による債務の繰越等に伴い 2,370 百

万円減少したことが主な要因となっている。 

また、投資活動の収支残高は、前年度比 1,627 百万円減の△3,811 百万円となって

いる。これは、病院再整備事業に伴い業務達成基準を適用した大型医療設備の取得に

よる支出が、前年度に比して 1,657 百万円減少したことが主に要因となっている。

さらに、財務活動の収支残高は、前年度比 588 百万円増の 1,798 百万円となって
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いるが、平成 28 年度において（独）大学改革支援・学位授与機構から前年度比 550

百万円増の 2,629 百万円の借入を行ったこと等によるものである。 

以上のことから、今年度の収支合計は 1,436 百万円となっている。これに附属病院

セグメントの収支の状況の収入項目に含まれていない病院収入未収金等影響額とな

る 361 百万円を控除し、一方で、前中期目標期間繰越積立金取崩額 358 百万円を加

算すると、収支状況は 1,433 百万円のプラスとなっている。結果的に資金的な黒字が

発生しているが、これは、大幅な支出抑制を行うことで資金を捻出したものであり、

この資金は現在進行中の病院再整備事業による外来改修工事等の、平成 29 年度以降

に支払いを要する工事費等に充てる計画としており、今後の診療報酬改定や消費税

増税等の社会的要因等も踏まえると、経営改善・経営の安定化には更なる努力が必要

であると言える。 

 

イ．附属学校セグメント 

附属学校セグメントは、教育学部附属小学校、附属中学校、附属特別支援学校及び

附属幼稚園で構成されており、以下の点を主たる目的としている。 

①教育基本法及び学校教育法に定める教育又は保育を行うこと。 

②教育学部における児童若しくは生徒の教育又は幼児の保育に関する研究に協力

し、教育学部の計画に従い、学生の教育実習の実施に当たること。 

③教育の理論的、実証的研究を行うとともに、他の学校との教育研究の協力及び教

育研究の成果の交流を行うこと。 

 

平成28年度においては、中期計画・年度計画に定めた、附属学校に関する目標を達

成するために次の活動に取り組んだ。 

①小・中学校の連携・接続については、学部・小中研究企画委員会および学部・小

中職員研究会、２部会（特別活動カリキュラム研究部会、道徳カリキュラム研究部会）

等により、一昨年度設定した学部・附属小・中学校合同研究テーマ（「21世紀型能力

の育成を見据えた義務教育９年間の学びの研究」）のもと、２年次の研究を推進した。

今年度は、各教科等における「21世紀型能力」と、義務教育９年間における「学び」

の定義「他者と共同・協働し，能動的・自律的に学修に取り組む姿」に基づく、「学

習内容」「学習活動」「資質・能力」の関連性の解明に取り組んだ。また、幼・小の

連携・接続については、今年度も、幼小連絡会のもと、引き続き、園児・児童間の交

流活動（児童が園児を指導する歯磨き交流や小学校のプールを園児の遊び場とする

プール交流、学校体験等）を推進した。特に、教員間においても、相互の授業参観、

卒園生の観察・フォローアップ、ポートフォリオを用いた引き継ぎや指導内容の校内

研修等を実施した。さらに、幼・小連携・接続のあり方に関して、２月の公開保育研

究会において検討を深めた。さらに、地域のモデル校として附属小学校において授業

力向上研修会の開催（７月）、11月の学部・附属小・中学校教育研究発表会の開催や、

研究紀要、各附属学校の公開授業・保育など、研究の公表を行った。 

②文部科学省特別経費によるプロジェクト支援事業「発達障害・不登校及び子育て

支援に関する医学・教育学クロスカリキュラムの開発」（平成22年度～24年度）によ

って開発した科目をインターフェース科目「子どもの発達支援」として開講し、引き

続き、附属学校園教員と協同して臨床教育実習での学生指導等の教育実践や研究活
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動に取り組み、附属学校園で支援の必要な児童生徒への支援を行った。また、平成24

年度に採択された文部科学省大学間連携共同教育推進事業による「大学間発達障害

支援ネットワークの構築と幼保専門職業人の養成」（大学コンソーシアム佐賀＜代表

校 佐賀大学＞）による大学間共通教育プログラム（大学カリキュラム上の名称：「子

ども発達支援士養成プログラム」）を引き続き開講している。「子ども発達支援士養

成」については、佐賀大学では平成28年度に最初の資格認定を行った。佐賀大学の資

格認定者数は26名であり、その内11名が小学校教員、８名が特別支援学校教員、３名

が幼稚園教員、１名が児童養護施設指導員、２名が教育関係の会社、１名が一般企業

に就職した。平成25年度から平成28年度までの「子ども発達支援士（基礎）」や「子

ども発達支援士」の資格認定者数は佐賀県５大学全体で510名である。平成27年度ま

での資格取得者（355名）の就職先調査によると幼稚園就職７％、保育所就職45％、

認定こども園就職11％、小学校や特別支援学校就職８％、児童養護施設等就職15％、

一般企業就職14％であった（なお、短期大学専攻科進学者を除いている）。佐賀大学

教育学部も小学校等教員の養成校として、幅の広い保育・教育ができる保育者や教員

を養成するために、「子ども発達支援士養成プログラム」を継続実施するとともに、

資格取得者の専門性向上のため、佐賀県５大学は共同して、現職研修を充実させる計

画である。また、資格者の交流や研修のため、子ども発達支援士交流会を平成29年１

月に発足させたところである。なお、発達障害のある子どもたちへの支援力養成のた

めの実習、臨床教育実習の報告書（『子どもの発達と支援研究』第８号）は、平成29

年４月末に刊行予定である。 

③平成28年度より副校長制度を廃し、人事交流による校長を迎え、学部からは附属

学校園統括長（副学部長）を置き附属学校園の運営体制を新しく整備した（附属幼稚

園については、統括長が園長を兼務し副園長を配置）。附属学校園統括長、統括長補

佐、各校園長（人事交流）、代用附属学校主事及び学部正副事務長を構成員とする新

しい附属学校運営委員会により、附属学校の間の連携をさらに進めて運営機能の充

実を図った。引き続き、教員養成・教員研修や県の教育課題解決に向けて県教育委員

会と連携して附属学校や教員の活用を進めた。また、県教育委員会との連携・協力事

業の一つである「教員養成研修改革協議会」と関連して、「教職員研修検討WT(ワー

キングチーム)」が県教育委員会に立ち上がったが、教育公務員特例法の一部改正（平

成29年４月１日施行）が行われたため、改正後に協議を行うこととした。佐賀県の教

員養成・教員研修における附属学校および附属学校教員の活用を含め、今後も具体的

な体制づくりに向けて継続して取り組んでいくこととした。また、「いじめ防止等の

ための対策の調査研究事業」において教員研修プログラムの検討を行い、平成28年度

はいじめに係る実際の事例研究をテーマにしたケースメソッドなどについて、佐賀

県内を４地区に分け、参加しやすい形で継続して佐賀県いじめ防止対策研修会を開

き研修を行った。 

教員養成に関しては、引き続き、「教育実践フィールド演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」及び、教

職実践演習の「実務演習」において、こども理解・授業観察、教科指導及び生徒指導、

学級担任事務指導等の実習を実施した。年間を通して、ラーニング・ポートフォリオ

や教職カルテを活用し、「教育実践フィールド演習」と「実務演習」の課題を明らか

にしたり改善策を検討したりするなどの評価を行い、教育力向上に取り組んだ。 
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附属学校セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益731百万円

(96.05％)、その他の収益30百万円（3.95％）となっている。また、事業に要した経費は

人件費803百万円、その他の経費88百万円となっている。 

 

ウ．共同利用・共同研究拠点セグメント 

共同利用・共同研究拠点セグメントは、海洋エネルギー研究センター単独で構成さ

れており、保有している施設・設備を共同研究に供し、センター専任教員のみでは実

施できない研究の遂行や海洋エネルギーに関連する研究を広く推進するために、共

同利用・共同研究を実施（平成28年度：共同研究を57件採択・実施）している。 

また、これまでの成果の公開と評価、今後の展開についての意見交換及び共同研究

の申請にあたっての情報提供に資するため定期的に研究会を開催しており、平成28

年度は、９月に共同研究の成果発表会と海洋エネルギーシンポジウムを本庄キャン

パスで、３月にセンターの成果発表会を伊万里サテライトで開催した。 

さらに、海洋エネルギーに関する国際セミナー“International Seminar on  

Ocean Energy 2017”を平成29年３月に伊万里サテライトで行い、韓国、インドネシ

ア及び日本の専門家３名による世界の海洋温度差発電、波力発電、海流発電の開発状

況に関する講演会を開催した。また、若手研究者のための海洋エネルギーに関する国

際プラットフォーム人材育成事業を平成29年３月に伊万里サテライトで開催し、英

国等15か国から26名の若手研究者による研究発表、海洋エネルギーに関する専門家

５名による講義、近隣会社の工場見学等を６日間にわたり実施した。 

なお、これまでの活動を踏まえ、平成22年４月１日から「海洋エネルギー創成と応

用の先導的共同研究拠点」として共同利用・共同研究拠点の認定を受けている。 

 

共同利用・共同研究拠点セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益

174百万円（60.05％）、共同研究収益74百万円（25.68％）、その他の収益41百万円

（14.27％）となっている。また、事業に要した経費は、人件費171百万円、研究経費

99百万円、その他の経費90百万円となっている。 

 

エ．大学セグメント 

大学セグメントは、事務局、産学・地域連携機構、国際交流推進センター、教育学

部（附属学校（園）を除く）、芸術地域デザイン学部、経済学部、医学部、農学部、

工学系研究科、全学教育機構、附属図書館、美術館、保健管理センター、総合分析実

験センター、総合情報基盤センター、低平地沿岸海域研究センター、シンクロトロン

光応用研究センター、地域学歴史文化研究センター及び農学部附属アグリ創生教育

研究センターにより構成されている。 

各学部等においては、その教育を通じて広く社会に貢献できる人材を育成するこ

とにより、社会へ貢献すること等を目的としており、附属・研究施設については、そ

れぞれの専門性により最先端の研究等を通じて社会へ貢献することや学内における

教育研究への支援を行うこと等を目的として、上記の目標を達成すべく様々な活動

を行っている。 

第３期中期目標期間の開始年度である平成28年４月においては、文化教育学部の

見直しにより、教員養成機能に特化した「教育学部」及び佐賀県との協働による窯業
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の振興も視野に入れた教育課程を含む「芸術地域デザイン学部」を設置し、また、教

育学研究科を改組し「学校教育学研究科（教職大学院）」及び教育学研究科と経済学

研究科を融合した「地域デザイン研究科」を設置した。 

平成28年７月には、文部科学省からＩＣＴ活用教育関係共同利用拠点として認定

を受けた「クリエイティブ・ラーニングセンター」を開設した。本センターはＩＣＴ

活用教育を実践するための知識・スキル・ノウハウ等を多くの大学間で共有しなが

ら、教員・職員のための質の高い体系的な研修プログラム・研修教材の開発、研修会・

講習会の実施、及び教員・職員を支援するためのシステムや学修教材の開発を共同利

用により推進していくことを目的としている。 

平成28年度においては、予算編成の基本方針に基づき、学長がリーダーシップを発

揮し、佐賀大学版ＩＲデータを活用し、戦略的かつ効果的に資源配分を行えるよう、

大学経営戦略実行経費、教育研究環境整備経費、評価反映特別経費、地域活性化プロ

ジェクト推進経費、などからなる学長裁量経費を国の提示額の110%以上の436,445千

円を確保し、経費の配分にあたっては、ＩＲデータに基づく現状分析を行い、行動指

標・成果指標を設定することとし、新設する有田キャンパスの整備、前述したクリエ

イティブ・ラーニングセンターの整備等への重点的配分を行った。 

特に、評価反映特別経費については、前年度の評価・配分方法の検証を行い、「事

業の評価」として、本学の特色、強みを活かした部局の取り組みに対する評価を実施

し、平成28年度より新たに成果指標の設定を求め、全学的見地からの最適化配分を行

い、「業務の評価」としてＩＲ機能の活用による教学、学術、社会貢献及び経営基盤

の評価項目により評価を実施し最適化配分を行った。 

 また、高大接続改革の一環として開発している「継続・育成型高大連携カリキュ

ラム」において、「教師へのとびら」に続き、新たに科学の分野で「科学へのとび

ら」を実施した。 

さらに、新たな重点領域研究として定めた「芸術・デザイン」、「バイオ・健康」

等の領域における研究体制の整備のため、バーチャル型研究所「肥前セラミック研

究所」（芸術地域デザイン学部、教育学部、経済学部、工学系研究科の関連教員など

総勢29人により構成）を平成28年４月に立ち上げるとともに、藻類バイオマスの特

性を活かした地域の発展及び地域産業の創生（佐賀市：バイオマス産業都市構想）

に資するための開発研究に関し、筑波大学、佐賀市との間で「佐賀市における藻類

バイオマスの活用に関する開発研究協定」を締結し、新たな研究領域の研究体制整

備の足掛かりとした。 

 

大学セグメントにおける事業の実施財源は、運営費交付金収益6,565百万円(51.41

％)、学生納付金収益4,003百万円(31.35％)、その他の収益2,201百万円（17.24％）

となっている。また、事業に要した経費は、人件費8,553百万円、教育経費1,330百万

円、研究経費986百万円、その他の経費1,837百万円となっている。 

 

(3) 課題と対処方針等 

当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減等に努めるととも

に、外部資金の獲得のための取り組みに努めている。 

人件費の削減に向けた取り組みとしては、新たな教員定数管理方法として教員の
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ポイント制の導入について検討を行い、役員会において「人事管理におけるポイント

制の導入について」を決定し、平成29年４月１日からポイント制を新たな教員定数管

理とした。 

教員のポイント制を導入することにより、各部局において将来構想を見据え、柔軟

な人事計画の策定が可能となり、人事の変動をポイント数で把握することにより人

件費管理を行う予定である。 

   その他の経費については、光熱水量等の平成27年度削減計画の達成状況を各部局

からの報告に基づき、「平成27年度削減計画・報告書」として取り纏め及び検証を行

った。その検証結果に基づいて各部局ごとに経費削減目標を設定し、「平成28年度削

減計画」の策定、並びに経費削減の取り組みを行った。 

   一方、外部資金獲得の取り組みについては、リサーチ・アドミニストレーター（Ｕ

ＲＡ）を配置することとし、受託研究や共同研究につなげるために地域産業界のニー

ズと本学のシーズのマッチングやコーディネートを行うＵＲＡを採用し、産学連携

部門の機能強化を図った。 

また、寄附金については、寄附金の獲得に向けた戦略として「国立大学法人佐賀大

学寄附金獲得戦略」を策定し、寄附金獲得に向けた体制の整備、寄附者の利便性を向

上する取り組みを行った。 

 

附属病院については、中核医療機関が少ない佐賀県において、大学病院の地域医療

にもたらす影響は大きく、高度医療の提供、医療人の育成、臨床研究の推進などが求

められており、佐賀県地域医療再生計画においても中核的役割を求められる。 

その役割をこれからも継続的に果たしていくため、現在、病院再整備事業を進めて

おり、このための財源として、前中期目標・中期計画期間からの積立金を活用し、中

央診療棟及び病棟の改修をすすめている。 

しかし、今後着手する耐震未改修となっている建物の改修や基幹環境整備の財源

は第３期中期目標・中期計画期間において、新たに自己資金を確保する必要があるこ

とから、引き続き、これまでも行ってきた経営状況のモニタリング、適正な人員配置

と医療スタッフの勤務環境の改善、病院再整備に合わせた高度医療の推進のための

先端機器導入などの施策を継続するとともに、各診療科個別に診療報酬稼働額や手

術症例数などの数値目標を掲げ、その達成状況をモニタリングし必要な経営改善指

導を実施するほか、材料費率の低減化のための分析、後発医薬品への切り替え、在庫

数量の適正化を進め、安定的な経営基盤の確立に努めていく計画である。 

 

共同利用・共同研究拠点「海洋エネルギー研究センター」については、平成27年度

に実施された期末評価の際に、「今後は、科研費等の競争的資金を積極的に獲得する

とともに、欧米やオーストラリア等との連携を促進し、実用化に向けた中長期的な研

究展開の構想を立て、大学ならではの視点により、実用化以外の波及効果や関連する

技術要素の研究開発などを含めた拠点としてのロードマップを策定する必要があ

る。」との留意事項が示されているため、課題の迅速な解決を図るとともに、本拠点

を取り巻く国際的な研究環境、我が国の政策動向、そして関連研究者コミュニティ及

び関係自治体等からの強い要請を踏まえ、従前から主力として取り組んできた海洋

温度差発電、波力発電に、潮流発電、洋上風力発電を加えた４分野を戦略的研究推進
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分野として設定し、更なる研究開発の高度化、国際的共同利用・共同研究の推進等を

実施していくこととしている。 

なお、第３期中期目標期間においては、平成30年度中（３年目）に厳正な中間評価

が実施され、評価結果により認定取消を可能とする制度改正が予定されており、実質

的には今後１年間という短期間に、評価に耐えうる優れた成果を挙げる必要がある。

このため、現在10名（特任教員１名を含む）である当センターの専任教員について

は、学長裁量定数等の活用により、洋上風力発電分野の教授１名の平成29年４月１日

付での新規採用など、大学としての支援強化を予定している。 

 

附属学校・園においては、第２期中期目標・中期計画に引き続き、附属学校・園の

改革が第３期においても重要課題の一つであることから、本学では、「幼小・小中接

続型教育プログラム 10 科目の開発のために、幼小中の連携的な学びの研究に基づく

実践的な授業研究を行い、多様な子どもたちを受け入れながら、地域が抱える教育課

題解決に向けた教育研究活動の実験・検証の場として附属学校園を活用し、地域のモ

デル校として、その成果を地域に還元する。」ことを第３期中期目標に掲げるととも

に、これを具体化するための中期計画を策定し、それぞれのアクションプランを着実

に遂行してきたところである。今後は、引き続き、幼児児童生徒の発達を支えながら

子どものニーズに沿った授業構成力や学級経営力などの教員の教育力向上を継続し

て目指すとともに、教員養成と教員研修機能の充実に向けた取り組みをさらに強化

し、附属学校園の改革を進めるものとする。 
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「Ⅴ その他事業に関する事項」 

 

１．予算、収支計画及び資金計画 

(1)．予算：決算報告書 参照 

（ https://www.saga-u.ac.jp/koukai/kokaizaimu.html） 

 

(2)．収支計画：年度計画及び財務諸表（損益計算書） 参照 

（ https://www.saga-u.ac.jp/koukai/mokuhyokeikaku.html） 

（ https://www.saga-u.ac.jp/koukai/kokaizaimu.html） 

 

(3)．資金計画：年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書） 参照 

（ https://www.saga-u.ac.jp/koukai/mokuhyokeikaku.html） 

（ https://www.saga-u.ac.jp/koukai/kokaizaimu.html） 

 

２．短期借入れの概要 

 該当なし 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

(1) 運営費交付金債務の増減額の明細 
 

（単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 

期交付額 

当期振替額 

期末残高 運営費交

付金収益

資産見返

運営費交

付金 

資本 

剰余金 
小計 

平成28年度 －  1 0 , 6 6 0 9 , 7 1 4 5 8 － 9 , 7 7 2  8 8 8

 
※１ 金額は百万円未満切捨で表示、0 百万円は百万円未満、有意を示す（以下同じ）。 

 

 

(2) 運営費交付金債務の当期振替額の明細 
 

 平成２８年度交付分  

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

 
業 務 達 成 基
準 に よ る 振
替額 

運 営 費 交 付
金収益 1 9 3

 
①業務達成基準を採用した事業等：ハブ型ネットワークに
よる有明海地域共同観測プロジェクト、大学間発達障害支
援ネットワークの構築と幼保専門職業人の養成、教育学
部、芸術地域デザイン学部の設置並びに教職大学院（学校
教育学研究科）、地域デザイン研究科の設置に伴う機能強
化、海洋エネルギーにおける実証研究の推進と先導的国際
共同研究拠点化、多方面・総合的な評価の実現に向けた高
大接続改革実行プロジェクト、その他 
②当該業務に関する損益等 
 ァ)損益計算書上に計上した費用の額：193（人件費：
65、消耗品費：44、業務委託費：21、備品費：17、その他
：44） 

資 産 見 返 運
営費交付金 21

資本剰余金 －

計 2 1 5
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 ィ)自己収入に係る収益計上額：－ 
  ゥ)固定資産の取得額：21（診療機器：15、その他：5） 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 

ハブ型ネットワークによる有明海地域共同観測プロジェ
クトについては、計画に対する達成率が100％だったため、
当該業務にかかる運営費交付金債務のうち100％相当額38百
万円を収益化。 

大学間発達障害支援ネットワークの構築と幼保専門職業
人の養成については、計画に対する達成率が100％だったた
め、当該業務にかかる運営費交付金債務のうち100％相当額
30百万円を収益化。 

教育学部、芸術地域デザイン学部の設置並びに教職大学
院（学校教育学研究科）、地域デザイン研究科の設置に伴
う機能強化については、計画に対する達成率が100％だった
ため、当該業務にかかる運営費交付金債務のうち100％相当
額30百万円を収益化。 

海洋エネルギーにおける実証研究の推進と先導的国際共
同研究拠点化については、計画に対する達成率が100％だっ
たため、当該業務にかかる運営費交付金債務のうち100％相
当額29百万円を収益化。 

多方面・総合的な評価の実現に向けた高大接続改革実行
プロジェクトについては、計画に対する達成率が100％だっ
たため、当該業務にかかる運営費交付金債務のうち100％相
当額23百万円を収益化。 

その他の業務達成基準を採用している事業等について
は、それぞれの事業等の成果の達成度合い等を勘案し、63
百万円を収益化。 

 
 
期 間 進 行 基
準 に よ る 振
替額 

 

運 営 費 交 付
金収益 

 
8 , 4 1 2

 

 
①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用
進行基準を採用した業務以外のすべての業務 
②当該業務に関する損益等 
 ァ)損益計算書上に計上した費用の額：8,412（人件費：
8,298、その他：114） 
 ィ)自己収入に係る収益計上額：－ 
  ゥ)固定資産の取得額：3（研究機器：2、その他：0） 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 

学生収容定員が一定数（90％）を満たしていたこと、 ま
た、学部定員が基準定員超過率を超過していないことか
ら、期間進行業務にかかる運営費交付金を全額収益化。  

 

資 産 見 返 運
営費交付金 

 
3

 

資本剰余金 －

計 8,416

 
費 用 進 行 基
準 に よ る 振
替額 

 

運 営 費 交 付
金収益 

 
1 , 1 0 7

 
①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、（鍋島）総
合研究棟改修（医学系）に伴う移転費、その他 
②当該業務に関する損益等 
 ァ)損益計算書上に計上した費用の額：1,107（人件費：
816、その他：291） 
 ィ)自己収入に係る収益計上額：－ 
  ゥ)固定資産の取得額：33（診療機器：12、研究機器：
10、その他：9） 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務1,140百万円を
収益化。 

 

資 産 見 返 運
営費交付金 

 
33

 

資本剰余金 －

計 1,140

合計  9 , 7 7 2
 
 

 

 

 

（3）運営費交付金債務残高の明細 

  

交付年度 運営交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

 
平 成 2 8 年 度 

業 務 達 成 基
準 を 採 用 し
た 業 務 に 係
る分 

8 8 8

 
附属病院再整備に伴う医療機器等整備事業 
・附属病院再整備に伴う医療機器等整備事業については、
事業が進行途中であり、計画に達する達成率が4％であり、
96％相当額を債務として翌事業年度に繰り越したもの。 
・当該事業は翌事業年度において計画通りの成果を達成で
きる見込みであり、当該債務は、翌事業年度で収益化する
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予定である。 
 
学内環境整備事業 
・学内環境整備事業については、翌事業年度において計画
通りの成果を達成できる見込みであり、当該債務は、翌事
業年度で収益化する予定である。 
 
医学部教育研究環境整備事業 
・医学部教育研究環境整備事業については、翌事業年度に
おいて計画通りの成果を達成できる見込みであり、当該債
務は、翌事業年度で収益化する予定である。 
 

期 間 進 行 基
準 を 採 用 し
た 業 務 に 係
る分 

－ 該当なし 

費 用 進 行 基
準 を 採 用 し
た 業 務 に 係
る分 

0
一般施設借料 
・交付額と所要額の間に差が生じたため、その差額分を債
務として繰り越したもの。 

計 8 8 8  
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（別紙） 

 

【財務諸表の科目】 

 

１．貸借対照表 

有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有形の固定資産。 

減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して著しく低下

し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収可能サービス価額ま

で減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。 

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資産：図書、機械装置、車両運搬具、建設仮勘定等が該当。 

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が該当。 

現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金及び一年以内に

満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、たな卸資産等が該当。 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照表計上額と

同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産見返負債については、

当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債から資産見返戻入（収益科目）

に振り替える。 

機構債務負担金：旧国立学校特別会計から独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（旧独立行政法

人国立大学財務・経営センター）が承継した財政融資資金借入金で、国立大学法人等が債務を負

担することとされた相当額。 

長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金。 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。 

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

政府出資金：国からの出資相当額。 

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

２．損益計算書 

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 

教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

診療経費：国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した経費。 

教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人全体の教育

及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生及び教員の双方が利

用するものの運営に要する経費 

人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用：支払利息等。 

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

その他の収益：受託研究収益、共同研究収益、受託事業等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。 
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臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、特に教

育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取り崩しを行った額。 

前中期目標期間繰越積立金取崩額：前中期目標期間繰越積立金とは、前中期目標期間終了時における

積立金の処分について、今中期目標期間における中期計画に記載された積立金の使途に充てるこ

とを承認された額であるが、それから取り崩しを行った額。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び

運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来

に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・

返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表す。 

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財源により負

担すべきコスト。 

損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から学生納付金

等の自己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない資

産の減価償却費相当額。 

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず生じ

た減損損失相当額。 

損益外有価証券損益累計額（確定）：国立大学法人が、産業競争力強化法第２２条に基づき、特定研

究成果活用支援事業を実施することで得られる有価証券に係る財務収益相当額、売却損益相当額。 

損益外有価証券損益累計額（その他）：国立大学法人が、産業競争力強化法第２２条に基づき、特定

研究成果活用支援事業を実施することで得られる有価証券に係る投資事業組合損益相当額、関係

会社株式評価損相当額。 

損益外利息費用相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない資

産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。 

損益外除売却差額相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない

資産を売却や除去した場合における帳簿価額との差額相当額。 

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞与引当

金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における引当外賞与引

当金見積額の総額は財務諸表の注記事項に記載）。 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認められる場

合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における引当外退

職給付引当金見積額の総額は財務諸表の注記事項に記載）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本来負担

すべき金額等。 




